
第 3 期決算公告 
株式会社 e-CHANNEL 

 貸 借 対 照 表  

（2022 年 12 月 31 日現在） 

      （単位：千円） 

科  目 金 額 科  目 金 額 

（資産の部）  （負債の部）  

流動資産 9,836 流動負債 183,690 

現金及び預金 19,345 短期借入金 160,000 

売掛金 1,722 未払金 3,039 

前払費用 1,537 未払費用 13,297 

未収入金 1,225 預り金 4,423 

立替金 1,008 未払法人税等 60 

CMS 預け金 △15,003 未払消費税等 2,870 

     

    

固定資産 24 固定負債 1,048 

 有形固定資産 24 退職給付引当金 1,048 

   工具、器具及び備品 24 負債合計 184,738 

   （純資産の部）  

   株主資本 △ 174,630 

 繰延資産 247  資本金 5,000 

 創立費 247  資本剰余金 10,000 

   その他資本剰余金 10,000 

   利益剰余金 △ 189,630 

    その他利益剰余金 △ 189,630 

   繰越利益剰余金 △ 189,630 

   純資産合計 △ 174,630 

資産合計 10,107 負債・純資産合計 10,107 

 

 

 

 

 



 

 

個 別 注 記 表 

 

 （重要な会計方針）   

１． 固定資産の減価償却の方法 

  有形固定資産 

定率法を採用しております。 

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）並びに2016年４月１日以

降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法を採用しております。 

 

２． 引当金の計上基準 

① 返金引当金 

当社と事業者間の人材紹介取引契約書の返金制度に基づき、求職者の退社に伴う返金

の支払いに備えるため、実積率にょり返金見込額を計上しております。 

② 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資

産の見込額に基づき計上しております。 

(1) 退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属

させる方法については、給付算定式基準によっております。 

(2) 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（３

年）による定額法に より費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度発生時における従業員の平均残存期間の一定の

年数（３年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処

理することとしております。 

 

３． その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

   消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

１.発行済株式の種類及び総数に関する事項 

株式の種類 
前事業年度末 

株式数 

当事業年度 

増加株式数 

当事業年度 

減少株式数 

当事業年度末 

株式数 

普通株式（株） 100 － - 100 

 

２. 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 自己株式は保有しておりません。 

 

以上 


